
 

公益財団法人横浜市建築保全公社（以下、「公社」という）は、昭和６１年に、増大を続ける公共建築物の保全

業務を行うため、横浜市の外郭団体（財団法人）として誕生し、公共建築物の修繕に関する専門機関として、 

建物や設備の保全に取り組み、公共建築物の安全性や利便性を高め、長寿命化の推進役を担っています。 

 

このたび策定した「中期経営戦略（２０２５－２０２９)」では、公社として継続すべき取組を 

引き続き記載するとともに、ＳＤＧｓ推進や脱炭素社会の形成、建設業界における働き方改革 

など、社会・経済情勢の変化や多様化する市民ニーズに応え、持続可能な組織を実現するために 

必要な新たな取組をまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 
具体的な取組として、工事発注の平準化や余裕期間制度の活用、週休２日工事の全工事での実施やＩＣＴの

活用などを通して、建設業における働き方改革を支援します。 

また、ＬＥＤ化ＥＳＣＯ事業やＺＥＢ化の推進に協力し、可能な限り地球温暖化対策を進めます。 

さらに、状態監視保全による長寿命化対策を効率的、効果的に進め、重要な

位置付けとなっている法定点検業務等を適切に進めるほか、ニーズに応えた 

質の高い工事を実施し、工事満足度の向上等につなげます。 

加えて、関内駅前における再開発事業への取組など公社の保有資産の活用

により、より良いまちづくりへも寄与します。 

これらの取組を確実に進めるため、人材確保の新しい取組を行うとともに、

これまで進めてきた人材育成の環境づくりを更にきめ細かく実施し、風通しの

良い職場づくりを進めることで組織全体の力を高め、職員満足度の高い持続 

可能な組織づくりを進めます。 

様々な環境が大きく変化していく中で、私たちは「公社の強み」を維持・向上させるとともに、新たな中期経

営戦略を掲げ、公社に求められる社会的要請を踏まえた経営目標の達成に向けて着実に推進していきます。 

経営方針 

横浜市建築局と共同歩調のもと、公共建築物の維持保全等に関する専門機関として、時代の要請に的確に

応えながら事業を推進し、公共建築物の維持保全を図り、修繕工事や点検調査で蓄積した技術を事業者・

市民に還元するとともに、融資事業や建物設置運営事業に取り組み、社会への貢献を果たします。 

経営目標 

①工事や点検調査を安全かつ高品質に実施するとともに、

債権管理や建物設置運営を的確に行い、市民や社会の

ニーズに応えます。 

②入札・契約業務の充実、職員の技術力や安全に対する 

 

③ 効率的な業務執行に努め、執行状況を把握のうえ持続

可能な経営を実現します。 

中期経営戦略（５つの経営戦略） 

中期経営戦略は、これまでに築いてきた実績を礎に、公社を取り巻く状況を踏まえつつ、将来に向けて

経営目標を達成するため、計画期間（2025 年度（令和７年度）～2029 年度（令和１１年度））の５年間に

重点的に推進すべき「経営戦略」を取りまとめたものです。 



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

WEB 版 QR コード 

公益財団法人横浜市建築保全公社のＳＤＧｓへの挑戦 

～未来を築く、持続可能な建築へ～ 

私たち公社は、持続可能な未来を目指し、ＳＤＧｓ

（持続可能な開発目標）に積極的に取り組み、脱炭素

化、エネルギー効率の向上、再生可能エネルギーの活

用、資源のリサイクルなど、環境に優しい建築を推進

していきます。 

また、横浜市との連携を強化し、誰もが安心して過

ごせる施設環境の実現を目指して、未来のために、今

できることを共に考え、行動していきます。 
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